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Ⅰ アフリカの成長性

アフリカの市場における魅力は，若い世代を

中心に伸びる豊かな人口と中間所得者層の拡大

にある。消費と生産を押し上げる生産年齢人口

（15〜64 歳）の増加は経済成長に直結すること

を考えると，アフリカが有するポテンシャルの

高さは世界経済にとっても大きい。この豊富な

若い世代の力を活かすことができれば，アフリ

カの健全かつ持続的な経済成長が実現し，世界

経済の安定と成長に繋がると期待される。

GDP（国内総生産）成長率からもアフリカ

の成長性を読み取ることができる。世界経済全
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TICAD8と

アフリカ経済の行方

今年8月 27-28 日にチュニジアで第8回アフリカ開発会議（TICAD8）が開催された。第1回 TICADは

1993年に日本政府の呼び掛けにより開催され，日本およびアフリカ政府，そして国際機関が，政府・外交レ

ベルでの経済開発を討議する場として回を重ねてきた。2016 年に初めてアフリカ（ケニア）で開催された

TICAD6 以降，日本政府による官民連携の後押しもあり，民間セクターにとってもアフリカ事業進出や投資

への重要なマイルストーンとなっている。

アフリカは「21 世紀最大のフロンティア」とも呼ばれる可能性と未来に溢れる大陸である。そのポテン

シャルの高さは世界経済にとっても大きな魅力であり，アフリカの健全な経済成長がグローバル経済の成長に

も繋がると考えられている。一方，アフリカは 54か国から構成されており，単一の市場ではなく国によって

経済基盤や産業構造は様々である。また各国が抱える社会課題は多様で，国際情勢の変化による影響を受けや

すい。そこが，アフリカビジネスの奥深さと難しさともいえる。

今回のTICAD8では「経済」「社会」「平和と安定」の3軸が協議され，「チュニジア宣言」が採択された。

同宣言では，アフリカの潜在性が世界の成長の原動力であり，「人への投資」が一層重要であることが確認さ

れた。

本稿では，アフリカが直面する直近の課題を整理しつつ，TICAD8 での議論を踏まえ，上記 3軸の全てに

通ずるキーワードである「人材育成」に焦点を当て，アフリカの持続可能な経済成長と発展を見据えた構造転

換の実現に向け，現状と今後の行方につき概要を論じる。



体としては，インフレの進行やウクライナ情勢

などの影響により，当初予想より大幅に鈍化し

ている。今年 10 月の IMF発表1) によれば，世

界の GDP 成長率予測は 2022 年 3.2％，2023

年 2.7％となっており，世界金融危機と新型コ

ロナウイルス感染症（以下，新型コロナ）によ

るパンデミックが深刻だった時期を除き，2001

年以降で最も弱い成長推移が見込まれている。

これに対して，アフリカ全体での GDP 成長率

は 2022 年 3.6％，2023 年 3.7％と予測されて

おり，アフリカ各国の GDP 成長率も様々な足

かせ要因はあるが，世界全体と比較しても健闘

していくことが予測されている。

アフリカと一口にいっても，統一された単一

市場として考えることはできない。エジプト，

モロッコ，南アフリカなど，自動車生産業や化

学工業などの製造業を基盤とした産業を有する

国もあれば，ナイジェリア，アンゴラなど産油

国としての経済基盤をもつ国もある。またケニ

アにおいては，古くから農業や観光業が国の経

済を支えており，最近では IT 産業の発達やス

タートアップ企業の勃興により経済成長を進め

ている。一方，一人当たりの GDP が 1 千米ド

ル以下で，まだまだ経済基盤が弱く，政情が不

安定な最貧国と呼ばれる国々も存在する。以上

からも，アフリカは国によって経済基盤や産業

構造が様々であり，奥深い市場と言える。安定

的な経済成長実現に対してのリスクや課題も

様々であり，次項において説明したい。

Ⅱ アフリカが直面しているリスクと課題

1．新型コロナによる影響

アフリカにおいても新型コロナの感染者数は

2020 年以降増加と減少を繰り返しており，執

筆時点でも完全な収束は見通せない状況であ

る。新型コロナの影響でアフリカ各国の経済状

況は，世界経済と同じく 2020 年には悪化に転
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図1 アフリカのGDP総計および一人当たりGDP推移

出典：IMF, WORLD ECONOMIC OUTLOOK (OCTOBER 2022)



じたものの，2021 年以降はしなやかに回復の

基調に向かっている。マラリア熱などの感染症

と日頃から隣合わせの中で経済活動を続けてい

た，アフリカのしたたかな面も忘れてはならな

い。しかしながら，医療インフラの絶対数がま

だまだ充分ではない中，新たな変異株が発生す

る懸念に加え，先進国と比べてワクチン接種が

進んでいないことで，決して楽観はできない状

況である。

次に，各国の財政状況について目を向けてみ

たい。新型コロナ禍においてデフォルト状態と

なったザンビアをはじめ，コンゴ共和国やアン

ゴラ，赤道ギニア，ガーナなどの国々が多額の

債務を抱えていた。さらに，中国における経済

成長の減速やアメリカでのシェールガス革命な

どの要因で，石油や銅と言った資源価格が低下

し，資源国の収入が減少，債務の膨張に繋がっ

ていった。これに追い打ちをかけるように，

2020 年以降，新型コロナ禍における経済活動

の低迷による税収等の歳入急減，新型コロナ対

策や雇用対策に関する財政拠出に伴う歳出増加

により，アフリカ各国の財政負担は急増した。

公的債務が 2019年から 2020 年の間に GDP 比

約 65％から約 80％へと急速に悪化したガーナ

では，国際金融市場からの資金調達が困難とな

り，今年 7 月初めに IMF から支援を引き出す

交渉を開始，最大 30億米ドルの支援を見込ん

でいると報じられている2)。

こうした中，IMF や先進国各国は，アフリ

カ各国に対して金融支援，債務免除や支払いの

猶予など対応しており，これによってアフリカ

各国の財政状況も最悪な状況を脱しつつある。

金融支援には構造改革が求められることから，

国内政治の軋轢を生む恐れはあり，また融資条

件が不透明とされる中国からの融資において，

どのように債務返済が進められるか，引き続き

注視が必要な点も残っている。

2．ウクライナ情勢による影響

2022 年 2 月末に始まったロシアによるウク

ライナへの軍事侵攻により，世界経済は大きく

揺さぶられているが，経済基盤が脆弱なアフリ

カも深刻な影響を受けている。

エネルギー価格の高騰により，世界の原油の

8％3) を産出するナイジェリア，リビア，アン

ゴラなどのアフリカ産油国も恩恵は受けている

ものの，産油量が大きいにもかかわらず精製能

力が不足していることで，軽油・ガソリンと

いった石油製品のほとんどを輸入に頼ってお

り，市民生活は燃料不足や価格の高騰など深刻

な影響を受けている。

また，ロシアとウクライナは世界の小麦輸出

のそれぞれ 2割と 1割を占めている食料輸出大

国であるが，世界の小麦の年間輸入量 2億トン

の内，アフリカは 6千万トン弱4) を輸入してい

る。一人当たり GDP が平均 2 千米ドルレベル

のアフリカでは，食料価格の高騰は人々に大き

な負担になると言える。エジプトは世界一の小

麦輸入大国で，街頭で売られるパンは庶民の主

要な食料の一つ。小麦価格高騰により，政府の

補助金負担は膨れ上がり，財政を圧迫してい

48 世界経済評論 2023年1月2月号

特集 分断リスクに晒される世界経済2023

表 新型コロナ・ワクチン接種率

世界 68.3％

アフリカ 30.1%

モロッコ 67.5%

エジプト 48.5%

南アフリカ 37.7%

ケニア 25.7%

ナイジェリア 25.1%

出典：Our World in Data（2022 年 10 月 19 日時点）



る。一方で，補助金を削減しようとすると，市

場価格の上昇につながり，国民の不満が鬱積す

ることになりかねない。

上述のように，エネルギーや食料の価格高騰

によって，アフリカ主要国の通貨が売られて

いった。ウクライナ危機直前から 9月下旬にか

けて，米ドルに対して南アフリカのランドは

15％，エジプトポンドにいたっては 20％下落

した。通貨の下落は，エネルギー，食料に限ら

ず，全ての輸入品においてコストアップに繋が

ることから，自国での生産基盤が脆弱なアフリ

カ各国にとって深刻な問題と言える。

3．食料安全保障

国連世界食糧計画（WFP）によると，アフ

リカでの飢餓人口は約 2.6 億人と言われてい

る。異常気象による不作および内戦や紛争が飢

餓の主要因だったが，これに加えて上述のウク

ライナ情勢による，小麦をはじめとする穀物の

供給不足と食料価格の高騰が大きな問題として

影を落としている。

広大な土地（約 3,000万㎢：世界の陸地面積

の約 20％）を持つアフリカは，以前より農業

生産のポテンシャルは高いと言われてきたが，

潅漑設備や農業の機械化が進んでいないこと，

肥料の投入量が全世界平均よりも少ないこと

で，農業生産性はまだまだ低い。天然ガスをは

じめとする資源・エネルギー価格により，これ

らを原料とする肥料価格も高騰しており，アフ

リカにおいては肥料投入量にマイナスの影響を

与え，来年以降の農業生産性がさらに低下する

と危惧されている。フィナンシャルタイムズに

よれば，コートジボワールやカメルーンでは，

2月のウクライナ侵攻以来，肥料価格が 50％以

上も上昇した5)。その他の国々でも急激に上昇

しており，多くの農家にとって，適切な施肥が

困難になっている。ガーナでの調査によれば，

今年は半数以上の農家が全く肥料を投入できて

いない現況である。こうした状況に加え，北ア

フリカでは異常高温，東アフリカでは干ばつな

ど，異常気象の影響から，アフリカ農業にとっ

てはかなり厳しい局面となっている。世界的に

見て，2022-23 年は，トウモロコシ，小麦，コ

メ，大豆の生産量が 1.8％減少する見込みだ

が，ケニアにおいては食料生産量が 6％も減少

すると予想されている。

Ⅲ TICAD8

1．TICAD8の概要

このように，アフリカ政治・経済にとって大

きなリスクが顕在化する中，2022 年 8月 27−

28 日に，日本政府が主導し，国連，国連開発

計画，世界銀行，アフリカ連合委員会（AUC）

との共催によって TICAD8がチュニジアの首

都チュニスで開催された。今回は，2016 年ケ

ニアの首都ナイロビで開催された TICAD6 以

降，2度目のアフリカ開催となった。

今回は世界的にも新型コロナが収束していな

い事情から，従来通りの対面による会合実施は

抑えられ，オンラインも活用したハイブリッド

での会議開催となった。当初日本の岸田総理大

臣もチュニジア入りして本会議に参加する予定

だったが，会議直前に新型コロナに感染したこ

とでオンラインでの参加に変更。林外務大臣が

総理特使として，サイード・チュニジア大統領

およびサル・セネガル大統領（AU議長）と共

に対面参加する形となった。アフリカ各国から

は 20名の首脳級が参加したが，前回の横浜で

開催されたTICAD7 では 42名の首脳級が参加
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したことに対し半減となった。残念なことでは

あるが，岸田総理大臣のオンライン参加が影響

したことは否定できない。

全体会合では，現在の国際情勢から，開発や

経済といったテーマに加えて，如何にアフリカ

を，そしてアフリカのみならず世界を「より良

い構造にする〜Build back better」といった点

に焦点が当たり，「経済」・「社会」・「平和と安

定」がテーマとなった。「経済」では持続可能

な経済成長と発展のための構造転換の実現，

「社会」では強靱かつ持続可能な社会の構築，

「平和と安定」では持続可能な平和と安定の実

現を目標に掲げられた。

2．TICAD8の成果

TICAD8 の成果となる共同文書として

「チュニス宣言」が採択された。宣言では，ア

フリカの持続的な経済成長と発展には「構造転

換の実現」が不可欠だと強調。アフリカのイン

フラ（社会基盤）整備に向け，「国際ルールと

スタンダード（基準）を順守する健全な開発金

融」を促進する方針が打ち出された。その他，

ウクライナ情勢への深刻な懸念や，アフリカの

食料安全保障の強化に向けた日本の支援強化策

として，日本がアフリカの農作物の生産能力向

上を支援することも盛り込まれた。

岸田総理大臣のスピーチでは，具体的に，今

後 3 年間で官民総額 300億米ドル規模の資金を

投入し，グリーン投資，投資促進，開発金融，

保健・公衆衛生，人材育成，地域の安定化，食

料安全保障の計 7分野において取り組んでいく

ことを掲げている。また，「アフリカ・グリー

ン成長イニシアティブ」を立ち上げ，約 40億

米ドルの資金を投入し，アフリカにおいてもグ

リーン成長への取り組みを行う姿勢を示した。

その他，投資促進，財政健全化，市民生活向上

のために，約 50億米ドルのアフリカ開発銀行

との協調融資，感染症対策・保健衛生強化のた

めの約 11億米ドルの供出などが公表された。

アフリカ各国は過去より国連気候変動枠組条

約（COP）にも参加し，クリーンエネルギー

生産拡大に興味を示してきたが，今回のウクラ

イナ情勢による世界エネルギー情勢の一変によ

り，さらにその姿勢を強くしたと言える。エジ

プト，南アフリカ，モロッコ，ケニアは日本の

民間企業とグリーン水素事業の開発に関わる覚

書を調印，また日本政府も国際協力銀行によ

る，コートジボワールやウガンダなどとの環境

関連融資に関する覚書も結んでいる。アフリカ

は豊富な日照時間や広大で廉価な土地が多いこ

とから太陽光発電に適しており，また，世界の

風力発電のメッカといわれるような安定した風

量に恵まれた地域もある。さらには，東アフリ

カ大地溝帯などの地熱発電に最適な地域も有し

ている。再生可能エネルギーの拡大に伴い，ア

フリカは，グリーン水素やグリーンアンモニア

製造拠点となり得る。これまでロシアからの天

然ガス供給に依存してきたヨーロッパ諸国に

とって，アフリカからのグリーン水素供給は脱

炭素社会の実現のみならず，一般経済活動を支

えるエネルギーの絶対量確保に必要になってく

ると言える。

また，日本の民間企業におけるアフリカ進出

と日本・アフリカの民間企業の連携強化を後押

しする目的で，1日半に亘るビジネス・フォー

ラムが開催され，日本からは大手企業に加えて

中小企業やスタートアップ企業など約 50社が

参加した。アフリカの経済開発支援において民

間企業の存在はさらに大きくなっており，民間

企業による投資を後押しすべく，日本貿易保険
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（NEXI）のアフリカ貿易保険機構（ATI）へ

の出資も発表された。アフリカは新技術やサー

ビスの導入が一気に進むリープ・フロッグ現象

が実現する社会と言われており，アフリカ発の

スタートアップ企業への海外からの投資が活発

化している。ここで注目すべきは，アフリカに

おいて，まだまだ解決すべき社会課題が多く点

在する中，事業を通じてこれらの社会課題を解

決しようとするスタートアップ企業が勃興して

いることである。2021 年の 1 年間において，

アフリカのスタートアップ企業への投資総額は

52億米ドル（約 5800億円：2021 年平均レート

換算）と言われている6)。これは日本における

スタートアップ投資総額（2020 年 5,334億円，

2021 年 7,801億円7)）と比べても大きな遜色は

なく，アフリカ全体の総 GDP は 2.4兆米ドル

で，日本の GDP 総額の約半分であることを踏

まえると，如何にスタートアップ投資が活発で

あるかが読み取れる。こうした動きに日本の民

間企業も呼応することで，日本経済そのものを

元気にすることが期待される。

3．人への投資

TICAD8 における経済面での成果の中で，

注目したいポイントは「人への投資」を重視す

る姿勢が強調されたことである。「人への投資」

は岸田政権が政策の目玉として掲げている「新

しい資本主義」においても大きなテーマである

が，TICAD8 においてもアフリカと「共に成

長するパートナー」として，「成長と分配の好

循環」を通じ，アフリカ自身が目指す強靱なア

フリカを実現していきたいと表明した。アフリ

カの潜在性が世界の成長の原動力として期待さ

れていることから，米国，EU，中国，そして

ロシアまでもがアフリカに対してのアプローチ

を続けている中，「人」に注目したのは日本ら

しいアプローチであり，「人への投資」の重要

性が確認された。岸田総理大臣のスピーチ内で

は，今後 3 年間で 30万人の人材育成に取り組

むことが掲げられている。

国づくりの基本は人づくりと言えるが，今後

人口が増加するアフリカにとって，各国におけ

る人口増を経済社会への重荷ではなく，持続可

能な経済成長を担う貴重な資源とするために

は，正に人材育成が不可欠になると考える。

中・長期的なアフリカの持続的発展のために，

それを支える人材の育成は極めて重要な課題で

あり，従来に増して力を注ぐ必要がある。2017

年に UNICEF が発表した「世界子供白書

2017」では，サハラ以南のアフリカにおける識

字率は男子が 79％，女子が 72％となっている

ことから基礎教育の充実も重要課題ではある。

しかし，それだけで雇用に結び付くとは言え

ず，産業人材の育成も必須と言える。

2050 年までに人口が 25億人と現在の倍に増

加すると言われているアフリカだが，世界と比

べても年齢中央値が若い点こそを注目すべきと

考える。2020 年でのアフリカにおける年齢中

央値は 18.6 歳で，欧米先進国に比べて 20 歳以

上も若く，インドの 27.3 歳に比べても若い8)。
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図2 アフリカのスタートアップ資金調達額（百万米ドル）

出典：Partech Partners, 2021 AFRICA TECH VEN-

TURE CAPITAL



これが 2050 年での予測では，アフリカは年齢

中央値 23.9歳となるが，世界全体の年齢中央

値も上昇するため，将来の世界人口における若

い世代はアフリカの人々が中心となると言え

る。つまり，将来の世界経済を支える産業人材

はアフリカの人々が主体になると言ってもおか

しくなく，アフリカにおける人材育成の基盤整

備が世界経済にとっても極めて重要と言える。

日本は今までも，アフリカにおける「人づく

り」に貢献してきた。2013 年に横浜で開催さ

れたTICAD5 以降，「アフリカの若者のための

産業人材育成イニシアティブ」所謂ABEイニ

シアティブプログラムが実施され，これまでに

アフリカの若者約 4,000 人を日本の各大学院に

て留学生として受入れ，将来のアフリカを支え

る産業人材として育成してきた。日本での学生

生活を通じて日本の良さを知ってもらうこと

で，将来的に留学生が日本とアフリカを繋ぐ架

け橋となり，アフリカにおける日本のプレゼン

スを高めることに繋がる重要な取り組みであ

る。当社においても，2014 年から現在に至る

まで，42 名の研修生を受け入れており，民間

企業の一員として，未来の日・アフリカのビジ

ネスを担う人材育成に取り組んでいる。

一方，アフリカ側からは日本をどう見ている

のか。第 2 次大戦の敗戦から復興を遂げた日

本，また震災などにより経済危機に直面する

も，国際社会からの支援も受けつつ自助努力に

よって復興を果たし，現在の発展を実現し得た

独自の経験に学びたいとの声が，アフリカ各国

政府の高官から多く聞かれる。すなわち，先述

の通り，国づくりの基本は人づくりであり，人

材育成が，持続可能な社会を構築していくため

に極めて重要な課題であることへの気づきであ

る。東西冷戦終了後，紛争や内戦に苦労した多

くのアフリカ諸国には，日本と共通するものが

あると言えよう。

こうした中，TICAD8 では「人への投資」

が一層重要であることが宣言された。教育・人

材育成においては，デジタル変革のようなリー
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図3 アフリカ人口ピラミッド（2020）

年齢中央値予測

2020 2030 2040 2050

世界 29.7 32.1 34.0 35.9

アフリカ 18.6 19.9 21.8 23.9

南アジア 26.2 29.5 32.9 36.0

東アジア 38.4 43.3 48.3 51.0

欧州 41.5 44.2 46.8 47.3

北米 37.7 39.9 41.8 43.4



プ・フロッグは，起こり得ない。時間は要する

が，地道に続けることが，「共に成長するパー

トナー」としての日本ならではの大きな成果と

なると考えられる。

4．民間企業にとっての TICAD8：豊田通商

の動き

TICAD8は「クリーンエネルギー」「スター

トアップ支援」「人への投資」と言った経済

テーマに焦点が当てられたが，民間企業の動き

として，TICAD8 を通じた当社の活動もここ

で紹介したい。

当社は経営戦略に基づき注力する社会課題を

明確にするため，サステナビリティ重要課題

（マテリアリティ）を掲げている。その内の一

つにある「開発途上国と共に成長し事業を通じ

て社会課題の解決」というマテリアリティに取

り組む一手として，全社を挙げて「アフリカ戦

略」を推進している。当社のアフリカ事業は

「WITHAFRICA FORAFRICA」を理念とし，

事業運営や人材育成を通じてアフリカの自立的

発展に貢献することを目指している。当社は現

在，アフリカ全 54ヵ国で事業活動を行い，直

接投資している事業会社は 155社，アフリカビ

ジネスに従事する約 22,000 人の社員により，

モビリティ，ヘルスケア，消費財，電力・イン

フラ・テクノロジーの 4つの事業分野を展開し

ている。

TICAD8 を契機に「アフリカの未来の子ど

もたちのために」を新たなキーメッセージを掲

げた。さらに，アフリカの経済開発と当社の事

業拡大に向け，産業変革，グリーンエコノ

ミー，グローバルヘルス，人財開発の 4 つの

テーマを打ち出した。

産業変革においては，アフリカの産業化への

貢献を目指し，スタートアップ企業への投資・

連携による，事業領域の拡充を狙っている。当

社は Mobility54，Health54 という社内ベン

チャーファンドを設立しており，モビリティ，

物流，ヘルスケア分野などへ積極的に投資を

行っている。グリーンエコノミーでは環境に優

しい車の普及・推進や再生可能エネルギー事業

の拡大を図っている。またグローバルヘルスで

は，アフリカの人々が誰でもどこでも受けられ

る安心・安全な医療サービスを確立することを

使命としている。例えば，ラストマイルデリバ

リーの推進に向け，ワクチン保冷輸送車をアフ

リカ各国へ導入すべく，国際機関などとの連携

を強化している。

こうした活動を支えるには人 “財”開発が重

要であり，事業を拡大する中で，トヨタグルー

プのDNAでもあり，全てのビジネスの入り口

と考える安全第一の姿勢，カイゼン文化などを

アフリカ全事業体にも導入している。また，雇

用にもつながる職能人材の育成として，自動車

修理エンジニアを育成するためのトヨタアカデ

ミーをケニア，アンゴラで開設。特にケニアで

は，地域社会の皆さんにも門戸を開いて，自動

車のみならず，建設機械や農業機械の技術実習

や，将来のリーダー育成プログラムなども提供

している。さらに，才能豊かなアフリカの若き

起業家の支援といった面からも「人への投資」

に注力している。

まとめ：アフリカ経済の真の自立に向けて

若い世代を中心とした人口増により，その経

済成長性が世界から期待されるアフリカである

が，そのポテンシャルを実現するには，経済的

により自立することが必要と考える。先に述べ
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たアフリカが現在抱えるリスクである「エネル

ギー問題」「食料安全保障の問題」を解消して

行くには，アフリカ各国が連携しながら，アフ

リカ域内におけるエネルギーや食料の地産地消

を実現し，経済活動全体を拡大していく必要が

あると考える。アフリカ各国の経済基盤は様々

であるが，全アフリカ諸国が加盟するアフリカ

連合（AU）の下，2019年にアフリカ大陸自由

経済圏（African Continental Free Trade Area

─ AfCFTA）の協定が締結され，域内におけ

る経済活動の連携を強め，アフリカの一体化を

目指す動きがある。この活動の具体化と成果の

実現はこれからとなるが，経済活動の連携によ

る域内経済拡大に繋げることが，アフリカ各国

の財政改善に繋がり，真の経済的な自立に繋が

るものと期待したい。

アフリカ大陸は広大な土地を有していること

から，経済的な連携強化，一体化を進めていく

ためにはデジタル技術の活用が必須であると考

える。アフリカのスタートアップ企業はデジタ

ル技術を活用したサービスを展開しており，さ

らなるサービスの拡大とデジタル技術の浸透に

よって，アフリカを一つにまとめる程の力を持

つ企業の誕生を期待したい。こうした動きを支

えていくのは，やはり人づくりであることは間

違いない。TICAD8 においても大きなテーマ

になった「人への投資」は，アフリカの自立に

繋がる経済開発協力の本質であると言える。今

後，アフリカが自立的発展による持続的な経済

成長を遂げることになれば，日本経済としても

学ぶ点が出てくる可能性もあるのではないだろ

うか。民間企業としても，そうした側面を意識

して，アフリカにおける事業進出・展開を検討

すべきと考える。
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